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アジアにむける雇用の拡大と経済発展
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諸国の発展パターンが長期的な経済成長の一局面

として位置づけられ得るか否かを知るために，

190以下から1965年にいたる日本の経済成長と雇用

拡大に関する統計をもとめて比較する。

具体的な分析に入る前に，経済成長と雇用の拡

大の関連をめぐって‘問題の現実的背景に簡単に
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この論文の課題を大まかに位置づけておか

ねばならない。

戦後，特に1960年代以降において発展途上諸国

の人1-1成長率はきわめて高い水準を維持した。こ
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ネLアをのぞく 3カ国においては196併Fから1975

年にし、たる期間に総人口は年率2%強，経済活動

年齢人口 (15～64歳）は年率3%をこえる成長率を

示した。インドネシアもこれをわずかに下まわる

インドの報告の対象となっている 4カ国のうち，
序 雇用の拡大正経済発展

経済成長過程におL、て，雇用の拡大をL、かに図

っていくかは最近の経済戦略論の主要な課題のー

I 

この論文はそのような戦略論の基つである ＇ri 'a 

1高のーっとして， 1960年から1975年までの15年間

において，経済成長がどれほどの雇用拡大をとも

なってきたかを実証的に大空かにあとずけてみる

しかも全体の人口構成からみて， It¥にすぎない。

生率の若干の低下があったとしても経済活動年齢

人口の高い増加率はなお今後，少なくとも10からその際，経済そして，ことを主たる日的とする。

レ」20年の間は続くものとみなければならなし、。til門聞の成長のバランス，特に農・工パランスと

ケズネ、ソツの推計によれば，現在の先進V ザ司、ー：， ,_., 'lた，雇用拡大との関係に分析がJな重点をおく。

「近代経済成

長jの過程で経験した人口成長率は 0.1から 1%

前後，多匿の移民をうけL、れたアメリカ合衆国に

おL、ても 1.6%にすぎなかった叶3＼長期の成長

では総人口の成長率は経済活動年齢人口のそれと

ほぼ同様であるから，現代の発展途上屈はまさに

未曽有の労働供給の圧力を経験していることにな

国が19世紀から20世紀にかけての分析の桔果に基づいて，成長と雇用に関するシミ

ユレー〆ヨンを行ないう現在の発展構造の将来的

帰結と，いくつかの政策的選択の影響どを展望す

ることを試みる。対象としたのは， fンドネシア，

ゲイであり．前三青につL、て

ケイについては1960年から

フィリピン、

は1960年かじ1975今，

緯同，

『アジア経済』 xX-10 (1979. 10) 

1970年の期間のデータを用いた(I!:2）。なおこれら
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る。総体的に資本が不足である発展過程で．長期

的な成長をめざしながらもなお，この労働供給に

対応した雇用量を確保しなければならないところ

に，現代の発展途上国の「躍用問題」の本質があ

るといってよいであろう。

ところで経済発展論および開発輸において，

1950年代から60年代にか打ての主な潮流は，雇用

問題を発展過程における一時的現象と見，基本的

には経済発膿によって早晩解決されるべきものと

するものであったc ヌルケセの偽装失業論司／レイ

ス，ブェイーレイニスあるいはジ昌一ゲンソンの

二部門モデルにおいても，失業あるいは低位雇用

は低開発経済の発展の一つの脳粁として位置づけ

られていたのであって，雇用自体を目標とする戦

略論が含意されていたのではない（注4)。ところが

1960年代から70年代にかじて，前述。人口学的要

因を背景とし，さらに短期的な福祉を無視すべき

ではないとし、う議論の高まりに支えられて，雇用

問題，所得分配の改善に控意がむけられるように

なっえ。ここで経済発展と雇用拡大の関係および

雇用拡大の戦略をめぐってさまざ士の議論ボ行な

われてきている。それらの議論を整理・体系化する

のはこれからの課題マあるが，あえてまとめてか

えば，現実の雇用問題を，躍用吸収力の低い一部工

業部門への過度の偏重，さらに全般的な労働節約

的・資本集約的な技術の採用などによってひきお

こされたものと考え，労働集約的な産業，特に農

業および中小工業部門への投資，労働集約的技術

の開発・促進などによって雇用拡大をはかつてヤ

こうというのが主な論調とみてよいのではないだ

ろうか位5＼いいかえれば雇用問題を成長の速度

そのものの問題というよりは，成長ノfターンの偏

僚によるものとして認識し，それを是正する直接・

問桜の手段を政策的l三行なっていくととが戦略的

アジア』これける雇月！の拡大と経済発展

課題とされる。しかもとう考えるかぎり，長期の

成長という目的と鑑期的な雇用の拡大との聞の矛

盾は大きくはないことになる。

このような雇用拡大戦略論の提超している問閣

は重要であり，特に労働集約的な技術の開発・選

択の分析は一つの焦点となるであろう。しかし，

マクロ的な産業問の発展ノミランスという観点かc-,

みた場合，そこでの潜在的な認轍，すなわち，途

上国の発展ノξターン，特に農工バランスに偏僚が

あしこれが雇用問題の原因になっている，とい

う認識は正しいであろうか。さらに進んで，工業

セクターの雇用吸収カは途上国において本来それ

があるべき姿よりも小さいとする主張に根拠はあ

るであろうか。たしかにインドにみられるように

重化学工業と他の部門の般行的な発展と深刻な躍

用問題が並存している典型的な例があり，また東

南アジア諸国においてもホワイト・ヱレファント

とよばれる最新式の資本集約的なブPラントを見る

ことはめずらしくないし，発展形態にアンパラン

スな印象をうけることが多いのは事実である。だ

が，経済全体のパヲンスから見て上述の主張が裏

づけられるか否かは実はまだ実証的に検証されて

いるわけではない。

この論文では雇用拡大戦略の基礎を検討する一

つの作業として，（1）経済発展段階を考慮してお本，

および対象 4カ国の産業別雇用量を比較した場

~，特に差があるか否か，また産業活IJの産出シェ

アに特に差があると言えるか否か，総じて発展パ

ランスに偏傍がありこれが雇用倉ll/l:lカのネックの

原因となっているか，を実証分析し，（2）さらに動

態的にみて，雇用の成長率と産HIの成長率の比

（雇用弾力性〉を部門ごとに各国を通じて比較した

場合，現代の途上国においてそれらが特に抵いと

いいうるか否か，特に工業部門でそれが妥当する
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ーレーションにおいては，雇用総長ではなく、農

業部門での雇用者I人あたりの産出量を，原JTI状

況の改斉の指数とすることにしたc

11 ＊の雇用および産/llについては大JI!.ロソ y

スキーの推計を吊し、た＇ ii8 i。

((i l) Sturmthul, A.，“Employment 出1dDevc-

lopmenl .'viodels," Eco110111i,・ lkvelo1川 J打1t and 

（’u!tura! Chang,・, Vol 25, Sui》plement (1977), 

pp. :l91--1(Hi. 

(it 2) 十t01危弓J」上e

( ii :l ) Kuznets, ~弘， Si.r Lrcturcs on Econοmi「

(:ruwth, fllinois, ThεFree Press of (; lencoe, 

1959, p. 20. 

(1l: 4) Nurkse, I仁，f’mMemsof Capital Fi,nna 
tion in Und，’rde・nelojYd Countries, New York, 
195:l ( ，同六f![l;,Fii i看j/f訪問｝）＼：／木形成』 桜伝子F :~ 
J.1; 19551/ ) ; Lewis, A., The Theory’of Economiι 

Grmuth, London, 1955; Fei, J. C. II. & C. Rani，ミ，

nc, ,,,foj,m円1tof Lahor S1げj>lusEconomy: Them~'\' 

and Policy, New Haven，、｛aleUniversity, 19ti4; 

Jo, genson, D. W.，“Surplus Agricultural Lal》orand 

1he Development of a Dual Econcmy，” O.tρ1rd 

F.，りnomi，、Pap円・s,Vol. 19, No. 3(Nov. 1967), pp 
288-312. 

んじ店主済発展諭の主要な理論i'l'1r：：：題点uフユイ＝＞
fニス3；よ ifジョーゲンソンの論文主でにすをにHIそ

ろっごL、ると！II、われるが，それ t与が現代の医用問題そ

めぐる戦時~ii， にどのよ弓な台むそもー》てい乙

めて，＆論さ llるベ｛雪f諜足匡であるe

(it 5) Bear, W. an<l M. Hen，岳，“Employm目立

and Industrialization in Developing Countries," 

Qualtcrly Journal of F:conomics, Vol. 80, No. 1 

(Feb. 1966), pp. 88-107. ;/ iよ行 l¥.1orawets,D., 

“Employment Implications ぱ Industrialization in 

DevelopinεCountrieぉ A Survey," The F:conr1111ic 

.Journal (Sept. 1974), pp. 491-542. 

(IL 6) Oshima, H. T.，“Seasonality and Under-

Employment in Monsoon Asia，＇’ Th,・ PhiliJ>J>in,・ 

Economic Journal, Vol. X, No. 1 (First Semester 

1971), pp. 63-97. 

そこで，第IV節のシミ刀条件だからである川7ら/p了守か，を険討するの古lI者が第ロ節の課題であり，

さらにとれふの作業

をもとにして，将来‘工業部門の成長による直接・

間接の摩川崎収効来がどの上うなケイム・スノミシ

後者が第lII節の課題であるc

生了 i, ）てめらわれる方、をシて 1 レーじ井ン・モデ

ルに上ー】て考える。これが第IV節で行なわれる。

以ト．がこの論文の分析的な位同づけであるの

なお実証分析におL、てわれわれが用いる雇用の

資料は‘おれに各国同勢調査の医用It数にあるた

それらはほとんど悉皆調査であるた4、のであるり

叶ンイ：J：.，ノゲ上の問題は1lrt:r.V 、ものと思われ

しかし，雇用者数そのものは定義上の問題、特
’

o
 

h
w

る

：：農業部門での季節也などの要因に上って実際の

雇用阜の変刊を表わ十円に相当のパイアスをもっ

これは特に通ていることが指摘されている日I ハ

lpあるいは｜ヰ際聞の比較に深刻な問題をもた人す

であろう。したがって，この論文の課題を果たすに

はそれぞれの統計のバイアスの方向を確定し，必

要な赴正を加えるのが本来必要となる。だがこれ

ような作業を行なうのに必要な資料は現在のとこ

そこで、われわれは付論として同勢

調査のバイアスの一般的性質と，使用した国勢調

査の考えうるバイアスの方向につヤて篠単なノー

トをおき，本論中では三のような事実を考慮にお

ろ存在しない。

かえってそ

こからそれら統計のバイアスにたhかえる方訟を

とることにした。

きながらも既成統計をそのまま用レ，

しかし，いまバイアスの少ない雇用量の指標が

あった三ころで長期的な戦略の選定にはそれだけ

なぜなら雇用総量は社会的制度

的な諾要因に上ハて定まるのであ勺て高ければよ

いといったものではないL，何よりも雇用拡大の

究極の目擦を所得分配の改善とみるな人ぱ，賃金，

特に末熟練労働力の賃金が一般に f-.0ことが必要

60 
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Ⅱ　経済発展段階と産業部門別雇用水準および産出水準
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(:) 7) Stredcn, I’ド，“A 仁ritiquじれ［（円ncepls

of Employmじntarnl l ;ncmploymcnt,＇’ in L. Jolly, 

d 品、 1、hird『WorldF111/>lu判的1t:l'rof>fr111s and 

Str.it,・1-i～γ， lパ，ndけれ， I」nguinE<lncalirn,, 11)7'.l, pp 

fifi.(;() 

(, I. 8) Ohkawa噌｝〈 札口clI I. Ro日目白ky,.!c1j>anピse

Ern附けれk Grm<'ih: 7、rend i¥rn:rdation in the 

TiCentil'lh ( 'c11tury, Cλliforni凡 Stanfordl :nivcrsity 

l’ress, 197人 D出 ic Statistical Tahlc',, pp. 275-
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II 経済発展段階ど if（：業部門別履行i

水準才j上；コ、産出；k準

産業部門別の雇用水准J_jkび産Illシ工 fの水準

が経済発展段階にて c，してどのkうな位置にある

のかを分析すみのがこの節の課題であるつ産業部

門どしては出林漁業叩門（A部門7，鉱Tム業部ド［j

( ¥,I{[NHJ ）『公共投1抗運輸，通信，建設ltl＼門（ F

；；古門入商業、銀行，不動産，サービス業（お祁PY)c・’） 

l分脊l]i用い之、ハ leおF部門はさらに建設（Fei部

門〕およびそれrI外（Ft部1111）の二ぺに分割すると

どがある一 f千部門の雇用'ft－数は各々 J,",L,,,, L,, 

L 内記号であ「dγL. Eた部門号ljCT)序II＼額は同

様en,;"c.¥ ~｝を用いて Y.. , y川 y，，γ九とふ Cd〉す－c

さらに10）歳以上人11をP＊『 i辛出総額を Yとするじ

各部門の雇用水準をわれわれは，その部門の雇

用苦数の総雇用者にしめるシ工ア（λ合総辰吉数と

'._ fこどき， tif[,111］に関して U/L）ではなく， その者I¥

fl可の雇用者と 1()歳rL上人仁！との比 Cil兆円に照しc

u〆［＇りで定義するつ理由は，雇用者にしめるシ

？アすな：｝，ちムノLは一つの：mntことえば農業
i'HlfllJ，の／医用に統計上の大きなバイアスがあった

ときに他部門に d ')l－ぜ

「》で主〉る。主たわれわれは労働内総廷の変動を分

析するために叩門別の分；句lをjtな tJ 日、らのどか

ら，その総量を分母とする指標は望ましくない。

f ゾア：てJ;lJ ；じ Irr' }ll Ji拡 kr ￥正済発IF)

ムI！＇＊ はもう一方でポ子ンシアルな労働供給量に

対する各部門の雇用量の比であると解釈すること

ができる。なお I昨を通常のとおり労働4'・齢人口

(15～64歳〉としなかったのは，途上国における年

少労働力の存在と退職年限の不確定を考慮したか

らである。とれに対して各分野のff,'出水準に＂）＼－、

ては，通（干1］どおりその総産/J¥'fil'Hこ：けするシェア

( Yi／刊を月iu、た。経済発展段階を示す指標とし

ては l人あたり GDP 0・;11, l＇は総人iI) を片jい

fこU.t1 l。

忌f象f千回.nよび i二l本につL、て産業i，司lドljり！Jに，

I,,/ I 

び2に子式しfこOこれにもと ＇）＼ 、て，横軸に対努（円盛

で噌 Y/l＇，縦輯1にL,/1舛をと，）たゲラブが第 Ii丞1 ， 

抗正iドttlに γ，／Yをと J》た（｝）が第 2図で主：〉るO 支た，

これらのl-;(N1での観察を補助するために次の線型

モ子ル，

],・/ i''' a－，／， ・1II (i'/ i’） ）
F
 
l
 
（
 

およひ

L!r'三 cI d ・ l11 ('ff Iつ (2) 

iこよ， yてiWl定を行なし、う第 I表に示したコサン7"

／レの性質か九縫卒論的な検定は行なわず，各係数

日3推定ii／［と決定係数〔r＂） を算出するにとどめてい

-, 
／，，：，。

日本，お上び4力団を通じてどのi過のパターン

にも偏僚がなく，全くi司 Aの経路をたどっている

場合に線形モヂル（1）は決定係数1を示すであ乃

う。さらに産出シェアについても同様である付L2 l 0 

各i荒川lrjl]IJの存晃子メを下のように玄とめることができ

る。

l. 農林水産（A）部門

まず第 1図（A）にみられるように， A部門の雇

用水挙 (I,a/Ft）は 1人あたりGDP(Yi！＇） の上1／ー

につれて急速に下向する傾向が各国にあるが，：存
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アジアにおける収Illの拡大と経済発！民

館 1表部門別雇用水準 （Ldl＇＊） および部門別GDPシェア（YI/Y）との関係

一－ A次線形回帰モデルじよる結果ー

（λj 部門日lj雇141(L,/I＇本）と 1人あたりじDP(Y;J’） 

Lt/1コキ＝a+b・ZnY/P 

一丁一一 4一力一同 下 4泊幡扇l]i「一一「一一 4苅母十敬語i示ー←
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（出所） 付表AおよびB., 

［司を通じて共通の軌跡とヤったものはみられな

い。 YIPの200ドル近辺で比較してみても， L. .JP* 

はタイの50'!i>強にくらべてフィリピンほ20%程度

と全く対照的である J 特にタイおよび戦前の日本

が高い数値を示すのは，付論に示したように両者

の統計的なノくイアスポA部門で特に強く出るであ

乃うことと聞係があるものと居、われるc 他方でイ

ンドネシア，韓国，フィリピンは相対的に低い軌跡

を示すが，ミれによって日本の場合より低νA部

門の雇用水準Lあるとは即断できないョしかし，

これに対して，A部門の産出シェア （Yn/Y）は4カ

国と日本を通じて， YI I，との関係で共有のパタ

ーンを観察することができる。第2凶（A）にみら

れるように各国のれ／Yは Y/Pの上昇につれて

下向し， Y/I下100ドノレ前後で40%前後だが， 400

ドル近辺でお%から30%の間とts..るというのが大

体の傾向とみられる。もちろん同じ YIPのレベ

ルで全く雇用水準が一致するというわけではない

が，少なくとも全体として拡散する傾向があると

はいえない。第1表（B）にみられるように， 4カ

閣のみのサンフ勺レに関して線型モデルのr2は0.83

であり， L,,./pの変動の幻%が Y/Pの変動によっ

て説明される。さらに日本を加えたサンプルでは

r2は0.90に逢する。

このように経済発展段階をコントロールして考

えるとA部門の雇用水準には大きなパラつきがみ

られ，特にインドネシア，韓国，フィリピンは戦

前の日本に比ペて低い水準を示すが，統計上のメ

イアスが大きいとも思われ，確とした推論を行な

うことはできない。しかし，このような雇用水準

の差は産出シェアの差によるものではない。すな

わち 3カ国のA部門の産出シェアは特に｛尽くな

し各国共通のパターンで説明しうるもののよう

である。

2. ヱ鉱業（M）部門

次にM部門ではA部門と対照的に，その雇用水

準と経済発展段階との聞に各国を通じてのきれヤ

なパターンが見られる。第1図（C）にあるように，
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］，，.＂／！＇＊ ；士山（）ドル以下のγIf吋 3～4りらにすぎな

L、治，， 発展段階が進むにつれて土井し，抑制ドノレ

付近で15＇；｛，程度に達し‘ 以後頭打ちの傾向が見ら

れる， とし、うのがその特徴である。いま少しくわ

しく各国防lにみると， フィリビンの Lm/P＊が和

対的に多少（氏し特に1Y70年から1975年にかけて

わず九l冶な減少をみせているのが注目 3れるが，

1975年の数字は全部門におL、て1970年より低くで

ているので体系的なド｜占lさのバイアスをも，＿，てし‘

る可能性があることを考慮しなけ，ればな「yなU、。

ともかく全体としてみれば， 各国のう二、きを一つ

の発展経路として説明することに有利であり，第

l表i二示したようにおi部門の原市水準の線型モヰ

／レによるil!IJ'ri：は i川日トンル、て0.67. 戦前・戦後

の｜｜本を）JI！えると｛）．！日の決定係数をi,r，，特にiを

ニri－は雇用7/<.?t：こ， ) ＼、て測定されたもののうむ故十

高いう 「f1. 、」、え ;lt ；主， Tv1部 fill の雇 ff] 水準のII~ ごと，

あるL、；土{f-.：：・との変動l土，経済発JJQとの間にーっ

び）経l略企，+J._＼・，主することによ v yて， さーの！日%までが

説明されてし主う円であるり

他方でM部門の所出シ工アにつし、ては各同の経

路は雇用水準とくじべてより拡散がJIr.傾向を示す

か， なお共通の趨勢をみいだすことは難かしく

/( 1,' 0 j寸本と Lて Y/1》のと昇につれて Y,,,/Yも

と昇してL、く。線型モヂルによる決定係数は 4力

団について0.75，戦前・戦後の日本を含めて0.7:l

と相当に声i＇，、と L、し、うるであ乃うっただし， f子細

lこながめれば， γ,IPが200ドル前後でインドネシ

〆の Y,,,/Y：土20';(,r.L l：であるのに対して，タ fの

それは1:l山科！主にすぎなし）全体にインドネシア

がヒ｜古lきに，戦前のfI本が下向きに偏僚の傾向が

あるとみえるの しかし， インドネシアにおいては

1975年のM部門生産額のうれ，製造業は 4割程度

を占めるにJ品ぎなかっfこから，
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もし各国を鉱業の

産出をとりのそ、いて比較すればインドネシアは全

体の趨勢に近づくであろう。また日本の戦前期

の Y/Pは過大評価されている傾向があり，これ

に適当な是正を加えるなら，他の 4力団の軌跡iこ

さらに近づくものと思われる。 したがって， 'Y' tJ: 

くとも 1カ国の製造業のff_出ン工アが日本のffi!:史

的なトレンド左くらべて大幅に高L、という議論を

支持する根拠はなか。

3. 高業・サービス（S）部門

5部門の雇用水準ム／P＊ については各国を通

じて共通のパターンを見出すことが， M部門の場

合とくらべて難かしし、。ことにインドネ己アは

1970年， 1975年左大きく高い｛［11を示してし、る。 支

たli本では戦前と戦後の問に一つのジ γンブのがあ

ったように思われるσ 実際， 4カ［認のみを対象と

すると線型モヂルの決定係数は 0.13と小さかっ

7こ－－ しかし，全体を還して，経済発展に応仁て

L./I＇本がl:-l4－することは明らかである。 まfこ4カ

｜ヰにH本を力11えて。汁測すると決定係数は0.80去な

った。

どころカ入 生産額にしめる S部門のシェアはも

サと多様な経路をみせている。全体としてY/Pの

上昇につれてれ／Yがt昇ーする印象はうけるが各

国間の絶対的な差は大きい。特に 4力団について

みると L/Yは30%から40%の間に位置し，各国

に共通の長期的なすう勢をみつけるのが難かし

し、υ 巨本の場合をみる t,

特に高い値を示しており，

1925年お上び1935年に

この指標が景気循環の

影響をうけやすし、ことを示している仇3）。もしこ

の二つの点を無視するなら， YjY ははじめ1JO'Y,,

程度と比較的高く， ーたん低下したのちにまた10

%以上へと上昇する， ーつのu字型の成長パター
ンを想、定することができるかもしれない。

このようにS部門は，雇用水準についてはセキ
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工ラーなJ・J干の軌道を観宗することができるが，

湾出については各同の〆パターンは士九玄%であ

り‘共通山軌跡をみつけどすことができないり産

川シ工アi土特にこの部門におし、て，経済儒環の影

響~うけや「く， 主た産Iiiの推定のバイアスも大

きL、上うに思われるの

4. 公共設備，運草食・通信・建設（F）部門

Ft'HI門の雇用はその絶け量が小さいとはいえ，

経済発展段階Jに応じて百～実に県加する傾向が判然

としているのが注口される。各国を通してみれば

γ／／弘、公的ド Yレf筑後で L/I川は三%前後である

が， Y/Pの上昇にぜ〉れて順調に増加し， γIi》が

;-l()(l（）ドル付近で10%にjfr/5く， とし、 J Fた経路を認

めることができる。線型モテ、ルの決定係数は 4力

｜斗につL、て0.66，戦前，戦後の日本を加えて言十算

すると｛｝．同を示した d 他方で， F部門（T）産ti¥シェ

アをみると、あ士り明瞭な共通のノ〈ケーンをみつ

けることができなL、。全体には経済発展段階にか

かわ九ず、 Y,/Yf土7＇：：：）かん16＼，の間に分仮して

し、る。この中日の中でケイが高い方， インドネシア

が低い方にあり、それぞれ非常iこゆるやかなk昇

を示し，特国， 7 ィリピンは天井の方に移行しつつ

ある。日本は戦前から戦後にかけて上昇の傾向が

みとめられるが，戦後は15%程度に定平干している。

総じてF部門では経済発展段階に！忘じて雇用水準

が LHする各国共通の軌跡が認められるが，産出

ンュアでは1=01こ上るパ弓つきが比較的に大きし、。

( , t 1 ) 1 ". >1 : : 1 c; N P吃；i主的わ上灯、i世Ii-iiJ-J i車交
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九｜百を＿i1ll.どし Y/I'1，－ コ／いロ』ノνLて比較 I.,I',_/ P* 
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ル：，＇，！＿；）れる。

ill i部門別の雇用拡大と産H＼の成長
雇用弾力性による比較

前節では経済発展段階をコントロールして産業

部門店I］の雇用水準に特に偏僚があるか否かをみた

が，ここでは部門別の雇用成長率（GY）と産出成

長率 （（；Y）との関係を吟味することによって，特

に雇用節約的な成長がおこ，〉てきたか否かをさら

に動態的に検討する。各産業部門店I］に［二の二つの

指擦が計－算され，そのうち，Ft部門をのぞく全部門

について，各国の示す｛疫を第 3図にプロットした。

ところで， GJ，と GYの比 GL/GYは雇用の産

/LI弾力性ともいうべき依であり，その｛肢が高けれ

ば雇用吸収的な成長，低ければ雇用節約的な成長

であるということができる。第3図において，個

々のl.（と原点およびX軸のつくるf/1をαとすると

このう単力性は tangent刊に相当する。また GL/GY

は平均的な生産性と，成長の限界的な生産性の比

としても解釈し得る＇ ii1 ¥. GL, GY，および GL/

GY, またその上述のノ支式による分解を付表ユお

よび 4にかかげた（il:2）。

また CLと GYを線型の関係で表現して，

(;[, a+ b・（，'Y

とすれば， aは時間による技術進歩のための労働

6ち



1979100068.TIF

第3図 B進出成長率（GY），雇用成長率（CL)
とそれらの関係
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節約効果， bは技術的な限界労働係数である。ま

た一国をとって，との関係が時系列的に安定であ

るなら，雇用吸収力の大小はさておき，雇用量が

技術的に定まる労働の需要によって決定される傾

向が強いのではないかと考えられる。また一つの

部門について閉じことが各閣を通じて言えれば，

その部門について一般的に同様のことが言えよ

第3図および付表3,4での観察を下のように

まとめることができる。

1. 全部門

まず経済全体の雇用成長率と産出成長率を観察

してみる左，両者の間に法則的な関係をみつけに

くいように恩われる。 まず GLはインドネシア

(1960～75年），タイ (1960～70年〕， フィリピン

(1960～75年）および1965年以前の韓国において2

～3%に位置している。これに対して c;yは1965

年以降の韓国，およびタイをのぞいて 5%前後で

あった。タイ（1960～70年）のGYは8%程度であ

る。 1965年以降の韓国においては CLおよびCY

がともに高く， GLが4%,GYが10～12%程度

であった。

日本の場合について見ると， 1910年以降1965年

にいたるまで GLは1%前後であまり変化がない

のに対して， CYが景気の長期的循環に応じて大

きく変化する， というパターンが明白である。

GLとGYの間仁定まった関係があるとし、うより

は， CLが長期的に CYに関りなく一定の水準を

推移している，というべきである。

したがって，経済全体について GL/C汁’がとる

値は全く閣によゥて異なり，期間によって異なる。

また日本の倒でみるかぎり， GLが GL/GYとい

う技術的パラメーターを通して CYによって定ま

るのではなく，人口学的要因によって定まる CL
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と，長短期の成長要因で定士る GYが独立に動い

ているという印象をうける。ただ注呂すべきなの

は，急速な成長をとげた韓国の場台で，雇用の成

長が神力的である。実際 1%οtpソ、1,11,の 15主T三問を

日i「

0.400,0.111, Cl.4：行E非；＇］＇；，に安定的であ〆》 fこo J 昆

乗lj守；i重i力が広く存在し， GYが非常に言＇iv、ような

急、｛敢な成長過程では，経済全体をとっても GLは

校術的な関係i二よ〆〉て GYの関数となるというこ

どかでき石かもしれなL、。

i欠に部門別に分；われて GLとじYどの関係をII今

I）まする。

2. 謹林漁業（A）部門

外国にJ:51,、て最大の雇用吸収部門であるA部門

J〕（；Lは7 { l）ピン（1%0～75＂！二），タイ（ 1%0～70

年：l，韓国 C19m～75今〕で各国ほぼ同践で各々，

IF{3. l.8%, t.5＇；｛ハ 1.5ちらだが， インドネシ fで

例外的に高く九%に近い値である。他方で GYは

2 .7 ＇：：，かc,5 %強の間に分布してL、る。 したがっ

てGL/GYも守イ (19β（）～70与）の 0.237/J>らイン

ドネシア（1%0～75年川）1.016と大きく異る付I:3) 0 

土f二日一本山場合は， GLlパ戦前、戦後を通じてほ

とんど一貫してわずカ‘にマイナスの依をとり， 60

年あまりにわたって微減を続けてきたことが読み

とれる。他）Jで c;yは戦前期にはり～ 5'X，の間で

推移してきたが、戦後に急速な加速の傾向がみら

れ石。明らかに産川の店長平ど雇用の成長率との

問にはMの関係主みられなし、。

このようにして，人11学的なi国によ＇）て雇）誌

の成長率先i定主り司 C,'Lと（；yとの問に長期的に

安定した問係を見出し得ないとし、う，経済全体で

の現象は農業部門にその基礎をおL、ているように

考えられる。二の部門では GLは人口学的要因と，

他の部門の雇用吸収力によって定主上 CTi土房長

’Jアにわじる ！n'mJ）拡人 1経済発！陀

用と i直接に関係のない資本投下，技術進歩，農産

物の相対価格の変化などによってき玄っている。

このことは戦前，戦後のR本に典型的にみられ，

韓国を含めて対象の4カiえにも妥当するように思

われる。

3. 鉱工業（M）部門

M音11r号の示すパターンは部門のそれと対照的で

ある。 GLについてみると，韓国をのぞく 3カ国

について， 3～4%，韓国は10%近くに達してい

る。しかし，こまかく期間日ljに見ていくと， GY 

がおいほど GLがf.l1い傾向が読みとられる。各国

を通じて GL/GYも0.4か（，0.6の間で比較的に

安定している。また－［斗を時系列的に見ても，韓

l五iの場合， 1960～65年， 1965～70年の二期間で

c;uc;yはo.n前後で推移している。日本の場合

においても， 1920年前後でシフトがあったものの，

少なくともそれ以降は多少低下しながらも（）.2～ 

(). 3と安定した依をとっている。 また1905年から

1920年までの］5年間の平均をとると， GL/GYは

り.，J6と4カ国に近い｛直を示すCiJ:4¥, GLと GYの

間の一次的な関係の安定牲を試すために，線型！の

モデ、ノレを tカ国のデータにあてはめてみると， 下

の結果をえることができた日5¥

GLn二 1.14+ 0.ι4 GYm 

(r二 0.92；，サンプル4)

また，これには本の1905～:20ff, 1920～25年の二

つのサンプルを加えてもパラメーター， r＂にほと

んど変化がなかったりこれに対して， 1920年以降

の日本に J ル、てのみ同様の測定を行なうと、 I'"の

結果をえた。

<;L，，， ニ O.:nf (>.:10 GYm 

(r ~, 0.96: サLプノレ 5)

このようにしてM部門においては CLとGYの

関係が，線型モデノレであらわされるような形で安
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定しているように見える。これは大まかに言えば

M部門の雇用者数がその産出塁との技術的な関係

でいわば雇用需要に応じて決定されている，とい

う二とではないだろうか。

ところで GL/GYのf[｛｛そのものに注Llし亡みる

と司対象4力凶のそれは戦前・戦後の日本に比べ

て低いとは言えず，したがって少なくとも1905年

以降の日本より製造業の成長か雇用節約的である

とは言えないことが明らかである。 4カ国の産出

成長と履用成長のパターンは， 1925年前後までの

日本と同様で，それ以後の日本はさらに労働節約

的な成長をとるようになってレる。なおここで注

目すべきなのは，報国で 1人あたり GDPがかな

り高く， M部門の成長率が言iv、1970年代になって

も， GL/GYが高くもたれ－c，，、ることであるI/l 6〕0

4. 商業・サービス（S）部門

対象4カ自の S部門は，雇用成k：卒がきわめ

て大きいことで特徴つけられる。インドネシア

(1%0～75年j，ブィリヒン (1660～75年j，および韓

両 (1960～75年）ではGLは5%前後の値を示す。

タイ (1960～70年）ではじLは2.8今らと他の；1カ同

より低いが，自国のA部門，およびM部門のそれ

より高レ。 二れに対して c;yは， 7 ィリピン，イ

ンドネシアで 5%弱，グイ，韓国で9＇｝｛》で， GL/

GYi土インドネシア，フィリピンでl. （）をこえ，申立

国で0.50, 守イで0.31と各国を通じての安定性は

全くない。ただ韓国のみが時系列的にみて0.50前

後の値で，安定していると言えないこともないc

他方で日本の場合は第二次大戦前後で GLiこか

く古しがみえるが，それを平均して脅えると，少な

くとも戦前については， GLが2c,;；，を京準として

上下にわずかに変動するのに対し， c;yは 1% 

から吋%のあいどを周期的に動くようにみえる。

したがって GL/GYも全く安定しなヤ。人口学的

68 

要因あるいは他部門の成長によって GLの水準が

長期的に安定して定まり，他方でじYが景気循環

の影響で大きく変動する，というのがS部門の構

造だとすると， GL/GYが安定せず，雇用が技術

的な関係で定まらないのは当然である。対象4カ

！司においても， GLがきわめて高水準であること

をのぞけば，日本の戦前とほぼ同様のパターンが

あると考えてもいし、のではないかと思われる。

5. 建設（Fe）部門，公共設備，運輸，通信（Ft)

部門

FeおよびFt部門におL、ては， GLおよび c;y

の世による変動が大きい。特iこ Fe 音＼~P号はその差

がはげしいが，これは GI，お上びc;yの絶対値が

高L、ためで‘ 各国のいずれにおいても， Fe郎t19

が最大のじLあるし、はじYを示す。建設部門は産

!l ＼においても雇用においても1960年以降最も急速

な成長を示した部門であるといえよう。 G/,/GY

もインドネシアをのぞいて，かなり高く，韓国，

ゲイではもっとも雇用吸収的な成長パターンを示

すi部門となっている。 FeおよびFtの両部門に，

GLとGYとの線型モデルを適用した結果は次の

Eおりだった。

GL1, 9.89ート0.87GY1"

(r'=0.87；サン-f，レ4)
GL1, ,=0.73 +-0.48GY Jc 

( r'＇ニ0.44；サンプノl, 4) 

すなわむ， Fe部門では GLとじYの一次的な説

明。）説明力はおく， Ft部門， S部門よりは高い。

また，建設部門は技術的におL、雇用吸収力を示

す。

日本のFe部門についてみると， GLおよび c;y

とも他部門にくらべて最も高いが， GLとじYと

の間に安定した関係を見つけることはむずかし

いQ Fe, Ft 部門は発展過程で高い雇用， および
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産／Jj成長率を示し，特に Fe部門は特tこ雇用吸収

的な成長ノfターンをもつが，成長率の長期的な変

革｝］が大きく，各国を通じて，あるいは長期的に，安

定した GL, GYの関係をみつけることができな

い。しかし，少なくとも 4カ閣のF部門での雇用

弾力性が日本のそれより低いとは断定できない。

(il 1〕 なぜなら

(;LJGY= (JL/L)/(,ffi}') 

= (Y/L)/(JYiLJ) 

Y/Lは一時点でに）、トVJl. Pi' t'l‘JY/JL はそ

.・, I, .－定時間の成長の.，｛，，＼f'i'’！；I' 1 , t・労働力の生産

1'tである。

（注2) このようなGL/GYを中心慨念とする医用

問題の分析は， H T. Oshimaの次の論文に体系的に

JJ，されている。 Oshima,H. T.，“Labor Absorption 
in East and South-East Asia: A Summary with 

Interrelation with Postw：汀 A山，，" :lfalayan Eco-

1101111ど Revi尻町 Vol. XVI, tい. 2 (Oct. 1971); 

Oshima, H. T.，“Labor J¥hsoq山川1 in East and 

Southeast Asia: Summ川 y,Per叩虻tive,Prospects，” 

Th，’Philippine Econo111,c Jοu nw!, ¥' ol. XV, Nos. 
1 & 2 (1976). 

cru) インド平シアの1975年センサスのA部門の
lrti月］省数は1971年のそれにくらべて統計上上lりきのパ

イプスがあるように忠、われる。特に女子恥用者数の10

段以上人口に占める割合が， 197lfll;lf>.O%から1975

にじ2:l.2%に上っていること川市Jj目白，！）定義にやIかの

立1じがあったことを恩才Jせるう突際‘ この数字が正し

；ると， A部門での］人夕、ト什＇l•Jt額は15年間を

ヘ二低下したことにt._i'ζ。

（注4) 1920年前後の不況の状況の反映のしかたが

生産統計と梶用統計の問で輿なるために1915～20年の

GL/GYは 1.46と呉僚に高し、。 これを補正するため

1905年から1920年までの平均をとったところ， GLは

1.69, GYは3.68,GL/GYは0.456だった。

( ,15) 各国で最も長いm1日りをとノプニ平均をサγプ

ノしと ifニ。

( ii 6) マグロ的にみr,rv! iiiWI ,j，がJH弾力性の各罰

I, jffi i~ ての安定性はさ ：，. ；てほ ／！）c.れる必要がある。

N・カノレドアはイギリスの場合をとりGL/GYをおよそ

0.5とした。 Kaldor,N., Causes of the Slow Rate 

アジアにおける伊川の拡大と経済発展

げ E川 nomicGrowth of thi, U川 ＇ti,dKingdom: 
iln Inaugural Lecture, Cambridge, 1966. 

IV 農工バランスの選択と成長および雇用

一一シミュレーションの試み一一

この節では第II,ill節での腫用と成長の静態的，

動鰻的な観察をもとにして簡単なモデルを作り，

今後の政策的な選択の雇用および成長に対する影

響を吟味する。モデルの目的変数は雇用状況と 1

人あたり生産高，政策変数は成長過程での農工パ

ランス，すなわちA部門とM部門への成長率の配

分である。分析は短期的な選択と，長期的なシミ

且レーションの二つの段階をふむ。

l. モデル

〔目的変数民およびπ〕 まず目的変数であ

る雇用状況を操作的に定義しなければならない。

序文で述べたように雇用状況の長期的な変化をあ

らわすのに，雇用者数を直接用いるのは適当でな

い。なぜなら人口中にしめる雇用者数そのものは

制度的な諸要因によって定まっており，長期的に

それが滑加することが必ずしもすクロ的な福祉指

標にならないからである。ヤわゆる「雇用問題j

の本質は見かけの雇用者数がどう靖加するのかと

いうことではなくて，特に未熟練労働者を中心と

する失業・半失業者がいかに生産的な労働に参加

するようになるかということに他ならない世1）。

農業部門にそのような多量の潜在的な失業が滞留

しているとすれば，労働供給に等しく全雇用者の

数がふえるものと仮定し，サービス部門への労働

移動を一定のやり方で定義すれば，農業部門の1

人あたり産出量の増加が，むしろ雇用状況の改善

の指標として適当と思われる。これをむとすれ

ば，われわれの雇用状況の指数は

πα口 Yα／La
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に他ならない。

士た，経済成長の指標としては，これに対応して，

全労働者l人あたりの全盛出を指標とすることが

できる。これを rとすれcf,

rc=Y/L 

である。

〔政策変数 GYa および GYm〕一一日われわれ

のモデIレにおける政策変数はA部門産出成長率

(GYa）およびM部門の産出成長率（GYm）の二つ

の組みあわせ，すなわち発展過程における農工パ

ランスである。いりまでもなく発展戦略の議論に

乙のような政策変数が意味をもっためには，各々

と投資量，資本畳との関係、，少なくとも限界的な資

本係数が分かっていなければならない。発展過程

での基本的な制限要因は資本で、あり，政策はふつ

う投資配分によって発展の方向に関与するからで

ある。 νゎば一次的な政策変数は投資配分バター

ンである。しかし，マクロ的な部門別（限界〉資本

係数については対象4カ国のうち，韓国をのぞい

て信用すべき推計がないために，部門別の投資産

出の関係を確定することができない。 ζ のため，

三次的な政策変数として，適当なGYaおよびGY川

の組み合わせをとる他なヤ。

〔モデソレ〕一一一パラメーターを含めたモヂノレの構

造は下のとおりである。変数は全て成長率ターム

であらわされる。

GL=WLa. GLa+WLm. GLm 

十lVL,• GL,+Wl,r ・ GL, 

GY=WY.α・CY仏十WY,n• CY，凡

十WYs・CY.十WY,・ GY1 

c;y，ニ0.19(GYn十CY川）

GY1竺 0.84CY川

GL,,,=1.41十0.64GYm 

じL1二 9.89I 0.87 GYr 

CYα－GL,.=GY,-GL, 
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一（1)

一（2)

ー（：-l)

一利

一（5)

一（7)

外生変数： WLx,WLm, WLs, WL1; WYα，WYm, 

WY,, WY1; CL, GYο，GY,,,. 

内生変数； CL,.,GL川 CL,,GL1; GY.,, GY 1; GY. 

とこで， WY,,, WY,,,, WY,, WYrはA,M, 

S, F部門の各々の産出シェア， WLa, WL,., 

wム， WL1は雇用総数に占めるシェアをあらわ
す。他の記号は全て今までの用法にしたがう。

まず（3), (4）式はS部門およびF部門の産出成長

患を決定する0 (3）式t土S部門の産出をA部門およ

びM部門の産出にー症の弾力性をもって成長する

ものと考えたものである。設I］定の自由度をへらさ

ないために， A,M部門に対する弾力性を等しい

として4カ国について最も長い期間をとって測定

した結果，弾性値は 0.49C標準偏差0.08，サンプノレ

けであった。（4）式はF部門の産出がM部門の産

出に一定の弾性値をもって成長するものとしたも

のである。弾性fr~：のjlj定植は0.73 C標準煽差。Hi,

サンフ。ノレ4）であった。測定した平均値に対する標

準値の比が大きいが，他のスベシフィケージョン

によってもこれより安定した値が出ない。

(5), (6), (7j式は雇用成長率を与えるのにもちい

られる。（5）式，および16）式はM部門およびF部門

のGLを一次線型にGYに結びつけたもので，その

パラメーターは第E節で測定されたものをそのま

ま用いている。ただし， F部門については Fe部

門の構造をそのまま妥当するものとした。（7）式

は， A部門と S部門の雇用状況の部門間の均衡を

仮定したものである。その均衡の内存はS部門の

1人あたり生産量（ir,=Y,/L，） とA部門のそれと

の比が一定であるとし、うことに他ならないCiJ2）。

すなわちこの均衡を満たすように労働力は両部門

の間を移動する。む／7':a が一定であるとすると双

方の成長率 Gロおよび Gれは等しい。すなわ

ち， GY,-GL,=GY.α－GLαである。
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気2表シミュレーション・モデ、ルの短期的な含意

(1) dG11a I 
dGYa]GYm 

(2) dG11a I 
dGYm:GYa 
(3) dGYml 
dGYa IGr.a 
(4) d<7Y I 
dCYa:GYm 
<5) dc;y I 
c!GYm'GYa 
(r;J dGY,nl 
どlGYaICY 

韓同 l ｜タイ｜インド ｜ブ I I, ネシア ピン！

.85 

21 

-4.13 

.59 

.41 

.83 

.32 

.84 

.30 

.93 

.11 

-2.58 I -2. 78 1-8.06 

.49 

.50 

.47 

.51 

.49 

.4宮

-1.45 - .98 - 93 I -1.00 

（出所〉 本文中のモデルにより計算。

最後に（1), (2）式は部門別成長率と金成率とを結

びつける亘等式である（注3）。これによって，全部

門の雇用成長率および産I11成長率が定まる。

以上を要するに，このそデノレによれば，⑦M部

門の GYがF部門のGYを定め，さらに両部門の

GLを定め， (1)S部門のGYはA部門およびM部

門の GYによって決り，＠M,F部門の残りの労

働力はA, S部門に残るが両者への配分は双方の

GYの関係によって決る， ということになる。最

後にA部門の雇用者1人あ売りの産出、すなわち

士。がみちびきだされる。

なお，このモデルの重大な問題点は，農工間の

生産物の相対価格の変化が考慮に入れられていな

い点である。これは特に長期的に見て GYmのれ

に対する影響を早く，大きくする傾向があるであ

ろう。しかしこれに関してはパラメーターを測定

することができず，構造にとり入れることができ

ないI注 4）。またいうまでもなく，雇用と成長に関

しては対象4カ国に共通の発展構造があると仮定

して）ィ、る。各国の相違怯，初期条件すなわち，産

出ンェア，雇用シェアの九がいによるものにすぎ

ない。

アジアにおける腫用の拡大と経済発展

いま雇用の供給の成長率，すなわちこのモデル

では雇用そのものの成長率 GLを年率2.4%と仮

定すると，モデルの含意は次のようであった。

2. 短期的な含意

短期的に， GYaおよび GYmの選択がどのよう

な躍用状件の変化および経済成長の変化 （11a）お

よび経済成長の変化（GY）をもたらすだろうか

悦日。またr:，，＿ の最大化はどのようなコストをGY

に及ぼすだろうか。これを知るためには， GYaの

増加の， GYmを一定としたとき，Grr＂の増加にも
1dG1r:, / , 

たらす効果（認式IGYm），逆に GY加をふやし
I dGtr:a I ¥ 

Gれを一定としたときの効果（宮町JcyJtJ主計算
されなくてはならない。また GYに関して，

dGYI dGY I 
記 Y,lc;YmおよびzτIcyα も同様である。
さらにGむを所与としたとき， CL，と CY《ιの代

1dGY明 I ¥ 
替の比率 ldci':-¥ci,),GYを所与とした時の値
(dGY,,J 
詑GYaDY）の二つが重要である。モデ、／レの誘導

形を示すかわりに，これらのパラメーターを4カ

国について，第2表にまとめた。この表からモデ

ルの短期的な合意を下のようにまとめることがで

きる。

第 1に， GrraIこ対するGY.αの効果，すなわち，

農業部門の成長率の雇用効果はインドネシア，韓

国，フィリピンであまり変わりなく， 0.83前後で

あるがタイでは多少高く， 0.93程度となる。他方

でGY叩を高めることによる Creaへのいわば間接

的な効果は当然それらよりも低く GYmを1ポイ

ント増やすことによって Grr:aは韓国，フィリピ

ンで0.30ポイント強i，インドネシアで0.21ポイン

ト，タイで0.11ポイント増加するにすぎない。雇

用，産出におけるM部門のシェアが小さいほど，

このM部門の成長1ポイントあたりの効果は小さ

いわけである。注目されるのは GYn.による効果
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は4カ国であまり具ならないのに， GY，，， による効

果は大きく異なる点である。

第2に， GYそのものに対する効果はどうか。

ここで注目されるのは，イシドネシアをのぞいて

GYαとGY怖の効果がほとんど同じで， 0.50附近

に集中することである。インドネシアについても

GYaの効果が0.59, GYmが0.41と大きくかけは

なれる訳ではない。したがって， GYmおよびGYa

のいずれを 1ポイント上げても，その総成長率iこ

及ぼす彬響はあまり変わらないといえよう。

第3に， G11:aを一定の水準に定めたときのGY,,,

とGYaとの代替技術弾力性の絶対値はケイで8.06

と最も高〈，韓国，フィリピンで低く2.58および

2.78であー〉足。同様に GYを一定にしたときの代

替技術弾力性の絶対値はインドネシアで多少高

く， 1.45マ，韓国， 7ィリ！子／，タイで 1.0弱ど

ほとんど等しいo a つの国iこ才品、て， 三の二つの

代替弾カ性の絶対値の差が小さいほど， G11:aの最

大化への最大化におよぽすづストが大きいと考え

られる。いま産出成長と投資の関係が各国を通じ

て同じとすれば，成長と雇用の矛盾はインドネシ

ア，タイにおいて大きく，韓国，フィ！！ピンにつ

いて小さい（注6〕。産出，雇用シェアが工業化して

いるほど，成長と雇用の選択がむずかしくなくな

るというアイロニーを示しているのである。

3. 長期的な含憲一一インドネシアのケースによ

るシミュレーション

前のモデノレは，簡単に動学化することができる

が，これにより農工間のバランスの長期的な帰結

を知ることができる。目標関数としては雇用指標

として， r:.,(A部門 l人あたり産出量〉，成長指標と

しては 7r（全部門平均1人あたり産出量）をとるが，

簡略化のため，各々，基準年次のを 100とした指

数に変換し，山本、げとする。このそデルは4
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カ聞に共通の麗用と成長の関係があることを仮定

したものだが，このシミュレーションを1970年の

インドネシアに適用し，この共通の構造の仮定の

上で政策的な選択がどのような結果をうむかをみ

ようとするものである。

政策選択として四つのケースを考えた。

(¥a~α） I （糾）｜初ty度
ヤ｜十！（%／年）

1持Ir~ 15.00 7.65 
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一
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④
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ス
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ス

一一一一

一
ヶ
ヶ
ケ
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ケース①， f古）， ③では初年度の総成長率i土5.20

（%／年）となる（注7）。インドネシアの1970-75年

の現実のGY，， は2.2%,GYmは8.0',l{.,CYは5.8

%であったから，ケース②がもっとも標準的なケ

ースといってよL、。ケース①は同じ総成長率で工

業セクターの成長が高いパターン，ケース③は農

業セクターの成長が高いパターンである。他方，

ケース④は CY，， を標準型に近くし，工業部門の

成長を 15%と急速化させる場合である。 15%の

CY胤は 1960～75年の韓国の平均である（it8) 0 

シミュレーションの結果は付表Fに示されてい

る。またこのうち，πJを第4図にプロットした。

これらの作業の結果から下のような結論をえるこ

とができる。

まず標準的なケース②からみると，げは10年

目で216,20年闘で338と， 2倍になるのに20年弱

を要する。πα＊の伸びもゆるやかで，10年目にれ＊は

115とほとんど変化を見せず， 35年口に209とやっ

と倍になるに過ぎない。 1970年現在（0年度〕で農

村の潜在的な労働力の50%のみが雇用されていた

とすると，機械その他の導入がないとしても，そ

のキャパシティーをフルに用いるのにお年を要す

ることになる。



第4図 シミュレーションによる雇用状況

指数（ira＊）の変化
7[σ 
250 

200 

150 

（出所） 付表一5。

第2にケース①はM部門の成長への比重が極端

に高いため，モデノレの性質上，最も上昇が高く，

30年目には πの指数げは871と基準年次の約6倍

となる。しかし，当然ながら h の伸びは弱く，

最初10年間のGれは 1%に達せず，ほとんど雇用

状況は変化しない。 M部門の成長が直接，間接に

A部門の雇用を吸収し，れに変化を与えてくるの

は20年以上たったのちで， 30年目にはGn:aは5%

に達する。このため， 25年目にはケース②の町に

等しく， 35年目以前にはケース③のれさえも追

い抜くことになる。

ケース③は極端な農業重視型で，れの成長も最

も早く，年率2%程度である。したがって10年目

には πJは129となるが，しかし，そのような高

い Gn:aをもってしでも h が2倍となるのに30年

を要する。したがって，短期的には最も雇用面で

の効果が高いかにみえたケース③も， 50%の不活

用雇用キャパシティーの一掃といった目標の達成

アンアにおける雇用の拡大と経済発展

に要する期間をくらべれば，ケース②に対しては

5年程度早く，ケース①に対してはほとんど変わ

らないことになる。なお注目すべきなのは中立的

なケース②はこの基準では，農業重視，工業重視

のいずれのケースよりもパーフォーマンスが低い

ことである。

工業を中心とした韓国型の高度成長戦略である

ケース④では当然， πの成長は早く， 10年間にほ

ぼ2倍， 30年間で12倍に達する。雇用効果もきわ

めて早くあらわれ， πα＊は 5年以内にケース①お

よび②をしのぎ， 5年前後でケース③よりも高く

なる。 πJが2倍となるのに要する時聞は20年以

下である。

また全経済とA部門の 1人あたり生産高の格差

（πげπ）をみると，ケース①，②，③ではいずれも

40年以内に好転することはないのに対し，ケース

④ではいったん低下したのち， 25年目前後で好転

する傾向をみせる。しかも，ケース④の格差がも

っとも大きい時でもその指標は 0.31付近である

が，ケース③ではそれよりも格差が拡大する傾向

をもつことが明らかである。

Cit 1) これは雇用者の統計の定義上のちがし、等に

よるハイアスがとりのぞかれた指標，たとえば付論に

おける「標準時間換算雇用者数」， についても同様で

ある。

（注2) M部門に制度的な参入上の障壁があるのに

比べてS部門はA部門との問に比較的自由な間入があ

ることがみとめられている。この出入が生産性の差の

関数であると仮定しているわけである。第 I節での計

算をもとに，例外的と忠われる1960年のフィリピンと

タイの二時点，計三つを除外して，rα とれの比をもと

めたところ， 平均が 2.33, 標準偏差0.37（サンプル

10）であった。タイのみで測定しても，二時点でその

比は安定だった。他方， M部門との比， πm/irs，を測

定すると平均1.43，標準偏差0.47（サンプノレ12〕とな

り安定しない。
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Ⅴ　要約と結論
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V 要約と結論

途上国における雇用問題の原肉の Aつをその発

展パターンの偏街，特に辰用吸収力が他の部門に

比べて小さい工業部門への過度の偏重，にもとめ

る議論はこの論文での実証作業の結果から見る限

り，積極的に支持されるべき理由がなL、。対象4

カi認の工業部門の雇用および産出の水準は， 1人

あたり GD Pで代置させる経済発展段階との関係

で，日本の発展経路をふくめた一つの共通の軌道

で説明され，それか九の焼則的な偏僚があるとは

認められなかったからである。他方で農業部門に

つし、ては，産出シェアは工業部門と同様に共通の

軌道で説明され，発展段階に比して極度に低いと

いうケースもないことがわかったが，雇用水準に

はlJslによって差があり，これがどの程度に雇用統

計上の問題であり，あるいは実際の雇用吸収力の

差であるかは確定できないc 商業・サービス部門

は雇用量については日本，および4カ国に共通の

軌道により比較的説明しやすいが，産出シヱアに

ついては統計的なかく乱要因が大きいように思わ

れる。公共設備・運輸・通信・建設部門は工業部

門左同じ上うに，雇用について発展段階との関係

でかなりはっきりした共通のパケーンを見出すこ

とができる。要するに，工業部門では雇用と産出

の双方，サービス部門，設備産業部門では雇用，

農業部門では産出におし、て， 4カ国，および日本
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の聞に共通の軌跡をも 4コ傾向がある η 了‘業部門以

外のいずれかの部門におし、て雇用拡大が不十分で

ある傾向があるか否かにつL、ては結論できない。

さ九iこ，重IJ態的にみて，工業部門の成長がとくに

雇用節約的であると信じるべき証拠もなかった。

たしかに工業部門の成長の雇用弾fJ性は他部門に

l仁べて rトさLイ頃向をもっ。しかし， これi：工こ（／）部

門の雇用が産出との聞の技術的な関係で定まる労

働需要の側から規定される傾向が強いのに対し，

他セケゲー，特に農業部門，サービス部門での雇

用は，人口学的要因を背ほとする労働の供給側に

よって，基本的iこは規定されているからだとみな

ぎれる。もし、了n業部門川採用弾力性を谷区！を通

じて比較するなん，対象4力l斗におけるそれは互

いにほとんど同じく，戦前の日本といif三度のレベ

ルにあることが5ト、た η したがって現在の 4カ国

び川、ずれか，ふるいは全部の工業部門の雇用弾力

叫が歴史的にみて特に低いと断ずる理由はなし、（

以上がこの論文での主要な発見で、ある。ではそ

れが発展戦略論にもつ合意：は何で、あんうかc

玄ず，一般的な雇用多用的技術の開発・採用の重

要性をこれは必ムずしも否定するものではない。

一定の条件のもとで雇用／資本比率を高めること

はなお雇用開発・経済発恨の戦略の一つの基本で

あろう。しかし，上に述べたように雇用／産出の

問係では少なくとι工業部門は全体として発展段
階に応じた水理子にあるものとすれば，この意味で

さらに雇用多用的な技術をもとめることは， ・つ

の発展段階にある経済体系におL、て，雇用のみを

歴史的に逆行させて‘より低い段階の形態にする

ことを示峻しているのに他ならない。たとえそれ

が可能であるとしても，その実現に要する社会的

経済的なコストは大きいであろう。したが／〉て雇

用多用的な技術が開発の雇用戦略のパースベケテ

アジアに；；けろ甘i'Jflのll!，大 F終済発候

ィブに及ぼす効果は，実はきわめて限られている

のではなし、かと考えられる。

では，このような技術的な関係をふくむ，雇用

と成長の発展構造自体に大きな変化がないものと

すると、発展過rnfこおける農工パランスの選択は
雇用状態の改善にどのような変化を及ぼすか。シ

ミュレーションの結果によれば，まず短期的には

農業部門の成長率を高めるほうが有利である。し

かも工業化の程度の低い国は工業部門の成長の波

及効果は小さいから，雇用の発展の目標をおくほ

ど，工業部門の成長を高めるストラテジーをとり

にくいことになろう。だが長期的にみると一定の

経済成長率の下では，農業部門重視の戦略の雇用

改善の両でのパーフォーマンスは意外に限られて

し、ることが分った。インドネシアに例をとった計

算では，経済成長率を 6'Y~弱としたままで農業部

門の成長率を標準型の2倍にしたとしても，ある

基準：で設定した完全雇用に達する期間は標準型の

お年前後からわずか5年程度短かくなるにすぎな

い。このような計算はもちろん，多くの不確実な

仮定にもとずくものではあるが，少なくとも，農

業部門に重点をおく戦略は，長期的に一定の雇用

水準に達することを日的とすれば，その積極的な

手段とはならないことは明らかである。言いかえ

れば6%程度の成長率では農工間の成長ノミランス

の選択の雇用に対する効果は限られており，むし

ろ成長率それ自体が問題である可能性が5郎、。

もっとも，他の条件が同じとすれば経済成長率

が高いほうが雇用に良U、影響があるのは当然であ

ろう。特に農業主導型の長期的な高成長といった

ものがあれば，その雇用効果が高し、であろうこど

はむしろ白明である。しかし，もしそれが現実的

でないとすると，きわめて高い工業部門の成長を

動因とする高度成長の雇用面での帰結はどうどろ
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［付論］対象４カ国におけるセンサスの雇用統計のバイアスに関するノート
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君主3表 品｝象4カ国および上j本の同事！？削fでの雇用の定義

宇一 半！ 名 ~~調印j II I －竺ザ竺ト角的ll----i議：
〔インドネシア〕 ｜ ｜ ｜ 
1961 Population Census I 1961年10月31日I2カ月／6カ月 I 10歳
1971 Population Census I 1971.年9月24日I2日ど1週間 l同主
1975 Intercen阻 lPopulation Survey (SUP AS) I 1976年 I f1.「Workmg」 ｜同上

I C 1時間／ 1週間） ｜ 
） ＋（休か中の労働者） ｜ 
） ＋（土地をもっている農民守仕事を ｜ 
｜ 待っている者） I 
l2. r 8Ually Workingj I 
60臼／1年｜1一l年一月 1f I 指定せず （一一＂I 同上 I 14歳1976年10月1H 同上 ｜同上

1975年10月1日 向上 1向上同15日 指定せ一 ： 一向上 ［ [¥' 
1975年5月l臼 l週問に10時問／2fi遡問 同上

1 ，~年＇ W'g1<,aイ 1 週凋）＋（一Z業を待つ出乏
）一（ 1 1 歳1970今三4 l : 同 同上

I 軒年10片
同上 1時間／ 1週問 15歳

うか。シミュレーションによれば，工業部門の成

長平の増加によって成長率を付 ＇；｛~程度に上げた場

九 6%の成長率の標準型！でお年程度を要した完

全躍用が20年以下で連成されることになった。年

数自体に確実な予測としての意味はないものの，

工業主導の高度成長の麗用閣での影響は意外に早

く浸透する可能性があることを示日をするものであ

ろう。韓国はまさにこの経路をたどったものと考

えハれる。

しかし，このシミュレーションからわれわれが

学ぶべきものは，むしろ，現在の労働供給圧力の

下では急激な経済成長の加速がない限り，過剰労

働力の問題はなお数十年の間，少なくとも今世紀

中は深刻な問題として続くであろうということか

もLれない。これはインドネンアのみならず，フ
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ィリピン，タイについても同慌であろう。日本の

近代経済成長過程の大半は哀がえしてみれば過剰

就業と貧悶の歴史であった。比較的に短期間に雇

用状況を好転させつつある緯国も，その主因たる

高度成長を政治的・社会的な抑圧なしには可能に

できなかった。われわれは現在，躍用問題になや

む凶々の成長率を高め，雇用吸収を高める「戦略j

をなお検討し続けるであろうが，しかしそれらの

戦略の議論が，現実のアジアにおいて，なお失業

と貧間そしてそれらのもたらす社会的な諸問題が

根強く存在し続ける客観的な可能性をおおいかく

すことがあってはならない。

〔付論〕 対象4カ国におけるセンサスの雇用統計

のノiイアスに関するノート
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以々（lJ t{r！用統計のもつ誤差および実態とのかい離につ

いては多くの指摘があるが，それムのハイアスについて

｜ド系的に分併する試みはまだ少なL、/11＇＿.二 ν寸寸論では

本論ヤ対象とした4カ国および日本での国勢調査に含ま

れる耀用統計にあらわれた数字がもたらす情報がもっ

パイアスの性質を検討することを目的とするが，具体的

におのおののバイアスの方向，程度を推計十るには至ら

；も＇.
l当＇＇＜、 F

引に；金トー国における雇用統汁は現実の身長）｜！設を過大

,:-¥{1lliオるつその原因は広はんに右右する守十；／）ゆる低位

11｛）十IIll ncleremployment）にあることftF，うまでもな
い。低位耳重用を基本的には雇用時間の問題ととらえ，そ

の季節的変動，人口中の分布などによる影響を除外した

緩用の指数の一つが「Full-Time Equivalent」あるいは

「完全就業換算雇用者数Jであろう（注2)0それは上tC＼，、

心，J味で雇用状況に関して比較的にパイアての少なu、

昨報士与える。また，低位雇用を労働者の資活に対して

与えられ亡し、る雇用機会が適（；しなハとしウ意味でと

ら止るならlま，「Matchment入pproad1Jあるいは「適

合労働アプローチ」が雇用統計のバイアスを計る一つの

基準を与えるであろう准3）。しかし，これらの方法を可

能にするデータは乏しく，特にー圏全体の濯用量を扱う

のは不可能である。したがって，一般的に低位雇用によ

る尿用統計のバイアスを評価「るのは将来の課題とし

内山火、工うがなU、。

しかし‘このような意味でのパイアスを 広無視する

こしご L，途上国の雇用統計を凶Ill¥＇，あるけ士通年比較

するにはなお大きな問題がある。それは「雇用」の定義

および，調査方法によるもので，主要な要悶としては①

調査期日，②対象期間（ReferencePeriod），⑥基準雇用

日数・時間数（MinimumWorking Duration）の三つを

あげなければならない。①は特に農業’ノJ俄の季節性との

!'il（系で重要であり，農作業のピーケII寺に調子Eが行なわれ

れば，）起用統計の結果に過大白川Juがおきる－，－，J能性が大き

いであfパ。＠，③は雇用の定義にかh‘わる要因であ

り，雇用されているか否かが，調査日からさかのぼる何

日か（対象期間〉に一定の最低時間あるいは日数（基準

アジアにおける経IllJ，拡大正t主流Jc)),),

II年1111)を位えて働いたか，によって定士ることに工る。

却がよてし、ほど，そして③が少ないほど統A上の雇用は大

きくなるであろう。いまこの三つの要因と‘主に統：iト上

の労働力の最低年齢を，各国各年のセンサスについて第

3表に示したοこの表による比較をまとめると次のとお

りである。

E主ず第3表をみるかぎり，調査の期日については極端

t,_パイアスをうむ〉傾前1があるとは－;-rえなし、のではない

かと｝／_J

と農i刈i窃のi王i王司l凋に調査が行な土〉れ亡」、るカゐよ》であ

る。し元‘L，各i叫について一年中の！衣片1Jrl;の推千年を拷し

計る補助的な資料がないため，この要閣によるバイアス

をさらに具体的に知ることはできない。

他方で，対象期間および基準日数・時間では各国各年

で大きなちがいがみられ，それによるバイアスの違いを

将Jをすふと）ii'.用統計の比較に大きな問題をなげかける。

ι》とも，主J象1境問を一週間とし，基準ii数・時間を特
定しなし、か，あるいは極小とする方法がー般的になって

きてL、ることは事実である。このグループには緯！ほの各

年のセンサス， 1960年， 1970年のフィリピン，戦後の日

本が含まれる。これに対し， 1971年のインドネシア（ 2

1:1/1週間，基準日数・時間／対象期間〉， 1961年イン

ドネシア（2カ月／6カ月）， 1975年インドネシアの

“〔ぬれllyW付rking”（6013/1年）， 1975:tfブィリヒ。ン

(!Oil祁＼ l／ ~h週間）などは明らかに異なーんfニノ＜ 1 アスを

もつが、その性質等々は分らない。

宝f二戦古1iH4；で用いられていた c;ainfullyOcuu1》ied

Approachはいわば基準日数・時聞を特定せず，対象期

間を一年とした特殊な方式であり，雇用数を遡大計価す

る傾向があることは言うまでもない。 1960年および1970

年のタイのセンサスは通常の 1時間／1週間の基準をみ

たすものの他に「農作業待ちの農民J全力IIえているため

に，実質的にはこの方式に近い結果をうることになって

b、る。また1975'fのインドネシアでは，「勤労者jとい

うカテゴリーを，没け，これには1待問／＇ I週間の基準を

満たすものに加えて，「土地をもっていて， かつ農作業

を待っているもの」および「休暇中の労働者」を加えて
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（注 1) 数少ない試みとしては次の論文を参照。

Oshima, H. T. and IIidayat，“Differences in 

Labοr Utilization Concepts in Asian Censu泊sand 

Surveys and Suggested Improvements，＇’ Discussion 

Paper Series, No, 74-06, Council for Asian Man・ 

power Studies, Que坦onCity, Philippines, 1974. ま

た， Cho,L. J., Introどiucti岬zto th<' Censuses of 

Asia and the Pac俳 1970-74,E田t-WestPopulation 

78 

l nstitute, E，出t-WestCent怠r,Honolulu, 1974. 

（注2) これを FE(L）とすると，次のように定義

される。

FE(L）二乙（V • hi) /hネ・ d勺

ここで Li,1,, はそれぞれ I年内第 i日における恥＇ ill 

者数とその平均労働時間。 hへdホはそれぞれの社会
で平均的な労働時間，および労働日数。

（注3) Hauser, D. M.，“The Measurement of 
Labour Utilization，” The Afalayan Econumic 

Review, 19 (April 1974), pp. 1 15. 
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付表G 雇用成長率（GL）と産出成長率（GY）および雇用弾力性（GL/GY）。 4カ国， 1960～75年
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(e) サーヒス・商業（S）部門
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(c）鉱工業（M）部門
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アジアにおける雇用の鉱大と経済発陵

付表ー5 シミュレーション結果

J豊橋附産出シェア 雇用シェア 差性

年次［~~1喧了子｜ルγ乙［w工~－－1竺｜
メrース＇［ I

[GYα＝0.50; 
GYm=l2.17〕

0 .432 .184 .:-¥03 .081 .fi:-18 .071 .249 .042 0.01 100 .(i(i 

s .338 .249 .:-nz .101 .570 .回fi .295 .049 -0.53 10:l .57 
10 .252 .322 .:0,07 .119 .495 .105 .342 .058 -1.16 108 . 47 
15 .180 .497 .288 .135 .412 .128 .387 .068 -1.90 117 .39 

20 .123 .471 幽260 .146 .338 .155 .427 .080 -2.77 132 .32 
25 .佃1 .539 .227 .153 . 262 .189 .455 .的4 -:l.79 155 .26 
30 .052 ．臼氾 .192 .156 .El:-l .229 .468 .llO ・ 5.01 191 .22 
話回2 師 .159 出 m J棚田－6.日制 .19

352 .17 

「GケYーa＝ス2②.00; I 
GYm=l0.00〕

0 .432 .184 .30:, .081 .638 .071 .249 .042 0.74 100 .66 
5 .368 .228 .311 .093 .591 .080 .282 幽047 0.50 107 .59 
10 .3rni .277 . :312 .1崎 .541 .092 .314 .053 0.23 115 .53 
15 .249 .329 .306 .116 .488 .105 .347 .060 0.07 126 .47 

20 .198 .382 .294 .126 .434 .119 .379 .068 -0.40 138 .41 
25 .155 .436 .276 .133 .380 .136 .408 .076 -0.76 156 .36 
30 .119 .488 .255 .138 .326 .155 .433 .086 -1.15 179 .31 
35 .凹0 .537 .232 .141 .275 .176 .452 .097 -1.59 209 .27 

ケース⑥
〔GYα＝4.00;
GY鴨＝7.10〕

219 .24 

o .432 .184 .:io3 .os1 .6:os .on .249 .042 1.12 1α） • 72 
5 .40自 .201 .:l07 .084 .620 .07;{ .261 .045 1.69 115 .65 
10 .384 .220 .309 .987 .601 .077 .274 .048 1.65 129 .62 
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25 . 315 . 280 . 311 . 094 . 545 . 087 . 311 . 057 l. 54 18J . 51{ 
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ケースI｛；ノ
〔GYa=2.00;
GYm=l5.00〕

265 .46 
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5 .330 .256 .313 .101 .552 .094 .302 .052 1.50 114 .57 
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一一一 一一ι

（出所〕 本文中のモギノレにより計算。

（アジア経済研究所経済成長調査第）
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